
１．集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の
避難支援に関する検討報告

第１ 避難勧告等の発令・伝達
○ 避難準備（要援護者避難）情報の創設
○ 避難勧告、避難指示等の意味合いの明確化・標準化
○ 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成
第２ 災害時要援護者等の避難支援
○ 「災害時要援護者支援班」の設置等による避難支援体制の整備
○ 同意方式、手上げ方式、共有情報方式による災害時要援護者情報の共有
○ 一人ひとりの災害時要援護者に避難支援者を定めた「避難支援プラン」の策定
第３ 併せて講じていくべき対策
○ 防災・危機管理研修・訓練を受講する仕組みの構築による首長・職員・住民の
危機管理意識の醸成
○ 気象官署、河川管理者と市町村との間で、ホットライン等を通じた相互の情報
交換
○ 数値予報等の予測技術の開発等による気象情報、河川の水位情報等の精度
向上
○ 災害時要援護者の特性に配慮した避難所運営等、避難場所対策の整備 等

新潟県等に対する現地調査を実施の上、平成16年10月7日に第１回会議開催後、平成17年3月
28日まで７回会議開催。その間、先進的な自治体、障害者団体等との意見交換等も実施

検 討 報 告（平成17年3月28日策定）

避難勧告等の判
断・伝達マニュアル
作成ガイドライン

災害時要援護者の避
難支援ガイドライン

残された検討課題

・福祉関係者との連携のあり
方、避難所運営等の災害時
要援護者の支援全般

・標準的な危機管理体制モデ
ル 等

モデル的な取組みを実施
しつつ、市町村の取組促
進のための環境づくり

モデル的な取組みを実施
しつつ、市町村の取組促
進のための環境づくり

・避難すべき区域

・避難勧告等の発令の判
断基準（具体的な考え方）
・避難勧告等の伝達 等

課題１ 情報伝達体制の整備
課題２ 災害時要援護者情報
の共有
課題３ 災害時要援護者の避
難支援計画の具体化

更なる検討

資料４（内閣府）



有識者からなる検討会を立ち上げ、避難準備情報の創設、災害時要援護者情報の収集・共有、避難支

援プランの作成等を柱とするガイドラインを策定。

● 「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（H17.3（H18.3改訂））
● 「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（H17.3）

平成１６年の一連の風水害等では、犠牲者の半数以上が高齢者

平成16・17年度

｢福祉と防災との連携の確保」を主要テーマとして検討会を設置し、取組にあたっての重要ポイントにつ

いて具体的な方策を提示した「災害時要援護者対策の進め方について」（H19.3）を作成。

平成18年度

〇 避難支援対策の推進に向けた普及啓発ＤＶＤ
「ドラマで見る災害時要援護者対策の進め方」 （Ｈ19.12）の作成・配布
○ 自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指すために早急に取組むべき施策
・ 平成２１年度までを目途に、市町村において災害時要援護者情報の収集・共有等を円滑に進める
ための避難支援プランの全体計画などの策定を促進。（H19.12.18通知）
● 「避難支援プランの全体計画」のモデル計画（H20.2.19）

平成19年度

平成20年度

○ 全国キャラバンの展開
自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指して、災害時要援護者対策の一層の促進を図るため、全国８箇所
（札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、広島、高松、福岡）において全国キャラバンを展開（Ｈ20．11）。
〇 「災害時要援護者の避難支援に関する調査結果報告書」の作成・配布（Ｈ21．3）

２． 災害時要援護者の避難支援対策の経緯

平成21年度

○ 関係省庁と連携した市町村との意見交換会の開催
内閣府、消防庁及び都道府県共催により、主として全体計画などの策定が進んでいない市町村職
員を対象とした意見交換会を開催し、取組の促進を図る。



３．災害時要援護者の避難支援ガイドラインの概要

対策 ： 関係機関共有方式、手上げ方式、同意方式を積極的に活用 等

課題２ 災害時要援護者情報の共有

対策 ： 避難所における要援護者用窓口の設置、福祉避難所の設置・活用の促進 等

課題４ 避難所における支援

対策 ： 福祉サービスの継続（ＢＣＰ）、保健師・看護師等の広域的な応援、要援護者避難支援
連絡会議（仮称）の設置 等

課題５ 関係機関等の間の連携

対策 ： インターネット、災害用伝言ダイヤル等多様な手段の活用による通信の確保 等

課題1 情報伝達体制の整備

課題３ 災害時要援護者の避難支援計画の具体化

対策 ： 災害時要援護者一人ひとりの避難支援者を定めた避難支援プランの策定、プラン策
定を通じた地域防災力の強化 等 全体イメージ

１ 基本的考え方
（避難支援プランの目的、自助・共助・公助の役割分担等）
２ 避難支援プランの対象者の考え方(範囲)

３ 要援護者情報の収集・共有方法
＜Ⅰ 関係機関共有方式 Ⅱ 手上げ方式 Ⅲ 同意方式＞

４ 避難支援体制（市町村各部局や関係機関の役割分担等）
５ 避難準備情報、避難勧告・指示等の発令・伝達方法
６ 洪水・土砂災害・津波・高潮ハザードマップ等の整備・活用方法
７ 避難誘導の手段・経路等
８ 避難所における支援方法
(1) 避難所における支援対策
(2) 福祉避難所の指定
９ 要援護者避難訓練の実施
10 避難支援プラン（個別計画）の策定の進め方
（策定の目標年次、策定方法等）
(1) 個別計画の策定方法
(2) 個別計画の更新
(3) 個別計画の管理

〈避難支援プランの全体計画のモデル計画〉



４． 避難支援プラン・個別計画の例
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